
　　福島労働局労働基準部健康安全課：TEL 024－536－4603

○ストレスチェックを実施しましょう
　労働安全衛生法が改正され、労働者数50人以上の事業場でのストレスチェックの実施が義務化されています。
　また、実施結果を監督署に報告いただくことになっていますので、よろしくお願いします。

平 成 28 年 11 月 1  日

安 報情生衛全安 報情生衛全
福島労働局・（一社）福島県労働基準協会・建設業労働災害防止協会福島県支部

　　（一社）福島県労働基準協会：TEL 024－522－6717

　　実施月日：12月19日㈪～20日㈫
　　会　　場：トラック協会県中研修センター
�
④　酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者技能講習
　　実施月日：11月15日㈫～17日㈭
　　会　　場：いわき新舞子ハイツ
�
　　実施月日：12月13日㈫～15日㈭
　　会　　場：須賀川市民温泉
�
　　実施月日：平成29年１月17日㈫～19日㈭
　　会　　場：福島県青少年会館

【技能講習のご案内
� （平成28年11月～平成29年１月）】
①　プレス機械作業主任者技能講習
　　実施月日：11月１日㈫～２日㈬
　　会　　場：須賀川市民温泉
�
②　乾燥設備作業主任者技能講習
　　実施月日：12月１日㈭～２日㈮
　　会　　場：須賀川市民温泉
�
③　特定化学物質及び四アルキル鉛等作業主任者技能講習
　　実施月日：11月10日㈭～11日㈮
　　会　　場：アピオスペース

⑤　有機溶剤作業主任者技能講習
　　実施月日：11月28日㈪～29日㈫
　　会　　場：須賀川市民温泉
�
　　実施月日：12月８日㈭～９日㈮
　　会　　場：いわき新舞子ハイツ
�
　　実施月日：平成29年１月26日㈭～27日㈮
　　会　　場：福島県青少年会館
�
【特別教育等のご案内（平成28年11月～平成29年１月）】
①　化学物質のリスクアセスメント（普及編・実技付）
　　実施月日：11月８日㈫
　　会　　場：トラック協会県中研修センター

　　建設業労働災害防止協会福島県支部：TEL 024－522－2266

東日本大震災に係る復旧・復興工事安全衛生確保支援事業のご案内
事業の実施事項
　この事業は、国の委託事業として行われるため、以下の事業は「無料」でご
利用いただけます。
　　１．安全衛生専門家による建設工事現場への安全衛生巡回指導
　　２．新規参入者等に対する安全衛生教育
　　３．専門工事業者の安全衛生管理担当の責任者等に対する安全衛生教育
　　４．中小総合工事業者の管理監督者等に対する安全衛生教育

お問い合わせ先
東日本大震災復旧復興工事労災防止福島支援センター
　〒960－8061
　　福島県福島市五月町４－25　福島県建設センター３階
　　　TEL　070－4129－2067
　　　FAX　024－522－4513

ストレスチェックと面接指導の実施に係る流れ

医師による面接指導の実施

実施者（医師、保健師等※）によるストレスチェックを実施

労働者から事業者へ面接指導の申出

相談機関、専門医への紹介

事業者から医師へ面接指導実施の依頼

医師から意見聴取

衛生委員会で調査審議

ストレスチェックの結果を労働者に直接通知
※この他、相談窓口等についても情報提供

結果の事業者への通知に
同意の有無の確認

ストレスチェックの結果を
職場ごとに集団的分析

（実施者）面接指導の申出の勧奨
＜面接指導の対象者＞

ストレスチェックと面接指導の実施状況の点検・確認と改善事項の検討

※一定の研修を受けた看護師、精神保健福祉士が含まれる。

（実施者）
事業者に結果通知

※労働者の実情を考慮し、就業場所の変更、作業の転換、
労働時間の短縮、深夜業の回数の減少等の措置を行う
※不利益取扱いの禁止

同意有りの場合

労働者に説明・情報提供

必要に応じて

全体の
評価

セルフケア
※必要に応じ相談窓口利用

事業者による方針の表明

（実施者）

（労働者） （実施者）
（実施者）

※以下は努力義務

※申出を理由とする不利益取扱いの禁止

必要に応じ就業上の措置の実施

集団的分析結果を
事業者に提供

職場環境の改善のために活用

（実施者）
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常時50人以上の労働者を使用する事業者は，平成28年11月30日までにストレスチェックを実施する必要があります。
労働基準監督署への報告

労働基準監督署への報告

第５２条の２１ 常時５０人以
上の労働者を使用する事業者
は、１年以内ごとに１回、定
期に、心理的な負担の程度を
把握するための検査結果等報
告書（様式第６号の２）を所
轄労働基準監督署長に提出し
なければならない。

省令

○ 心理的な負担の程度を把握
するための検査結果等報告書
の提出時期は、各事業場にお
ける事業年度の終了後など、
事業場ごとに設定して差し支
えないこと。

通達

○心理的な負担の程度を把握するための
検査結果等報告書の提出時期は、各事
業場における事業年度の終了後など、事
業場ごとに設定して差し支えないこと。

通達

第52条の21　常時50人以上の労働者
を使用する事業者は、１年以内ごとに
１回、定期に、心理的な負担の程度を
把握するための検査結果等報告書（様
式第６号の２）を所轄労働基準監督署
長に提出しなければならない。

省令

集
団
分
析


